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2 
第１章 序論 
	
1-1. 背景 
	 	
高度経済成長期に都市への人口集中により大都市郊外に多くの戸建住宅地が供給された。それらの中
には近年、空き家や空き地の発生が問題視されているものも存在する。また、旧住宅地造成事業に関す
る法律（1964）に基づいて認可され開発された戸建住宅地では、開発から数十年以上が経過しても住宅
が建たない空き区画が多数存在し、戸建住宅地としての成熟度が低いところが存在することが指摘され
ている。	
また、三浦（2012）は東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）においては、都心から遠い地域
ほど空き家率が高く、それらは1960年代以降人口が減少してきた農村地域であるが、今後、人口減少や
高齢化によって郊外の戸建住宅地においても空き家や空き地が急増する危険性があると主張している1）。
しかし、現在の大都市郊外の戸建住宅地の変容に関する研究は十分になされてはおらず、実態は明らか
になっていない。	
また、大都市郊外においては、敷地の細分化が目立つ戸建住宅地が見られる。地区計画や建築協定、
自治体が条例で定める規制による最低敷地面積が定められていない戸建住宅地では、比較的安価な戸建
住宅の需要の存在から敷地の細分化が進行する傾向にある。また、地方都市においては、隣接する区画
を統合し、敷地を拡大する隣地統合や、１世帯が同戸建住宅地内に複数の区画を所有する事例が存在す
る。これらのような複数区画を一体的に利用する宅地では、主に住宅の増改築や駐車場としての利用が
行われていることが明らかにされている。	
戸建住宅地の変容に関する既往研究は多く存在するが、近年の大都市郊外戸建住宅地における変容の
実態や、変容と関係のある変数、変容のパターンは明らかにされていない。これまでは都市への人口集
中から都市郊外に戸建住宅地が供給されてきたが、今後、人口減少時代においては、戸建住宅地の在り
方も変化していかなければならない。	
	 	
                                               
1） 三浦展『東京は郊外から消えていく！	首都圏高齢化・未婚化・空き家地図』、東京：光文社、2012
年 
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1-2. 研究の目的 
	
上記の背景から本研究の目的を以下の３つとする。１つ目は、大都市郊外戸建住宅地における変容の
実態を明らかにすることである。２つ目は、大都市郊外戸建住宅地の変容と関係のある変数を明らかに
することである。３つ目は、大都市郊外戸建住宅地の変容のパターンを明らかにすることである。これ
らを空き区画、敷地分割、複数区画利用に着目して明らかにする。	
	
1-3. 研究の方法 
	 	
研究の構成を図１-１に示す。第１章では、本研究の概要を示す。第２章では大都市郊外戸建住宅地に
おける全区画数に対する変化のない区画と未利用区画、未建築区画、敷地分割、複数区画利用の割合を
把握し、大都市郊外戸建住宅地における変容の現況を明らかにする。第３章では大都市郊外戸建住宅地
の変容における未利用区画と未建築区画、敷地分割区画、複数区画利用の割合と関係のある変数を相関
分析により明らかにする。第４章では大都市郊外戸建住宅地の変容のパターンを登記簿情報分析により
明らかにする。	
	
	 	
図１-１.	研究の構成	
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1-4. 用語の定義 
	
	 研究にあたり使用する用語を次のように定義する。	
	
（１）大都市郊外戸建住宅地	
高度経済成長期に大都市郊外に供給された、１区画が同程度の敷地面積で開発された戸建住宅が集まっ
ている地域を指す。	
	
（２）空き区画	
建物が建てられていない区画を指す。	
	
（３）未利用区画	
建物が建てられておらず、日常的に利用されていない更地の状態の区画を指す。	
	
（４）未建築区画	
建物は建てられていないが、駐車場や畑などとして日常的に利用されている区画を指す。	
	
（５）敷地分割	
大都市戸建住宅地開発時に各住宅の敷地が一定の面積で割り当てられ、１敷地に１住宅が建てられたと
考えて、建て替えられる際に敷地が分割され、住宅が２戸以上建てられたものを指す。	
	
（６）複数区画利用	
隣接する複数区画を同時または随時取得し、一体的に利用しているものを指す。	
	
	 	
図１-２.	区画のタイプの分類	
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1-5. 研究の対象 
 
1-5-1.研究の対象の抽出 
	 研究の対象としては、大都市圏として東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県）と大阪
圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、地方都市圏として仙台圏（宮城県）を対象都市圏と
する。そして、各都市圏における以下の２点を満たす戸建住宅地（表１-１）から、各都道府県の戸建住
宅地数の割合に応じてランダムに３分の１ずつ抽出した戸建住宅地を対象とする。	
	
①都市圏の中心駅から60km圏内の距離に立地する。	
②全国のニュータウンリスト（１）に掲載されている、開発開始から約40年以上が経過し、住宅の建て替
えが起きていると考えられる、1955年から1979年の間に事業が開始された戸建住宅地。	
	
	 なお、各都市圏の中心市よりも各都市圏内の政令指定都市（横浜市、川崎市、相模原市、さいたま市、
千葉市、堺市、京都市、神戸市）への通勤・通学者の割合が高い市町村に立地する戸建住宅地は対象と
していない。	
	
（１）次の条件①〜③を満たす住宅・宅地開発事業で開発された地区	
① 1955年度以降に着手された事業	
② 計画戸数1,000人以上又は計画人口3,000人以上の増加を計画した事業のうち、地区面積16ha
以上であるもの	
※ 住宅・宅地供給だけではなく、公共公益施設の整備も伴うことが多くなる1,000戸（3,000
人）以上の住宅・宅地開発事業を対象としている。また、面的な開発（16ha以上）を対象
とし、単体のマンション建設は含まない。	
※ 住宅・宅地開発事業が複数集まって１つのニュータウンを構成する場合や、１つの住宅・
宅地開発事業を工区に分けて施⾏する場合、それを「連たんニュータウン」として、1,000
戸等の数値要件は連たんニュータウンの全体に当てはめて判断する。	
※ 中止又は休止された住宅・宅地開発事業については、既に 1,000 戸の住宅宅地供給又は
3,000人の居住人口があるものをリストに掲載している。	
③ 郊外での開発事業（事業開始時にDID外であった事業）	
※ 原則として、土地区画整理事業については区画整理年報に記載されたDID内外の区分によ
り判断し、新住事業等の全面買収型の事業はDID外で行われたものと判断する	 	
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図１-３.	対象大都市郊外戸建住宅地位置（東京圏）	
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図１-４.	対象大都市郊外戸建住宅地位置（大阪圏）	
図１-５.	対象大都市郊外戸建住宅地位置（仙台圏）	
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  表１-２.	全国のニュータウンリストに基づく対象大都市梗概戸建住宅地の概要	
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1-5-2.対象大都市郊外戸建住宅地の例 
	
	 対象大都市郊外戸建住宅地について、東京圏の戸建住宅地28、大阪圏の戸建住宅地12、仙台圏の戸建
住宅地９の３つを例として基礎概要を説明する。	
	
①戸建住宅地28	
	 戸建住宅地 28 は全区画数 1055 の戸建住宅地である。この戸建住宅地は 1970 年に土地区画整理事業
に基づき組合によって開発された。戸建住宅地の形成経過は図１-６,７のようである（国土地理院撮影
の空中写真（1973年,1979年,1984年,1990年,1994年,1999年,2005年,2013年））。また、用途地域と建
蔽率、容積率は以下のようである。	
	
用途地域：第一種低層住居専用地域	
建蔽率：	50％	
容積率：	100％	
	
	
	 	図１-６.	戸建住宅地28地図（2015年）	
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図１-７.	航空写真による戸建住宅地28の変遷（1973年〜1990年）	
	 							
	
  
 
 
11 
	 	
図１-８.	航空写真による戸建住宅地28の変遷（1994年〜2013年）	
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②戸建住宅地12	
	 戸建住宅地 12 は全区画数 1121 の戸建住宅地である。この戸建住宅地は 1964 年に土地区画整理事業
に基づき民間の事業者によって開発された。戸建住宅地の形成経過は図１-９,10のようである（国土地
理院撮影の空中写真（1964年,1967年,1974年,1985年,1994年,1999年,2008年,2018年））。また、用途
地域と建蔽率、容積率は以下のようである。	
	
用途地域：第一種低層住居専用地域	
建蔽率：	40％	
容積率：	60％	
	
	
	 	図１-９.	戸建住宅地12地図（2015年）	
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③戸建住宅地９	
	 戸建住宅地９は全区画数2658の戸建住宅地である。この戸建住宅地は1965年に新住宅市街地開発事
業に基づき市町村によって開発された。戸建住宅地の形成経過は図１-12,13のようである（国土地理院
撮影の空中写真（1968年,1971年,1975年,1978年,1984年,1997年,2006年,2015年））。また、用途地域
と建蔽率、容積率は以下のようである。	
	
用途地域：第一種低層住居専用地域	
建蔽率：	50％	
容積率：	80％	
	
	
	 	図１-12.	戸建住宅地９地図(2015年)	
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1-6. 先行研究と本研究の新規性 
 
1-6-1. 先行研究 
	 	
戸建住宅地に関する研究は多くの研究の蓄積がある。	
A：戸建住宅地の縮退に関する研究	
公益財団法人ハイライフ研究所（2015）は東京50km圏における戸建住宅地の共通特性と人口減少時代に
おける戸建住宅地に訪れる縮退の実態を把握し、縮退圧力の緩和策や縮退住宅地の再生の可能性を考察
している。	
	
B：戸建住宅地の開発過程と空き区画の利用実態を明らかにした研究	
	 平西ら（2005）は近畿圏における民間郊外戸建住宅地の立地や開発時期を整理し、戸建住宅地開発後
の居住実態と空き家・空き地の状況を明らかにしている。また、吉田ら（2003,2005）は旧宅造法に基づ
いて開発された首都圏北東地域の戸建住宅地に着目し、その中でも住宅が建たず宅地化しない地区の開
発過程と土地所有の状況を明らかにしている。石井ら（2006）は未建築区画の多い茨城県の戸建住宅地
を対象とし、未建築区画の利用実態を整理し、利用が進む条件について考察している。西脇ら（2008）
は岐阜市を対象とし、地方中核都市の郊外戸建住宅地における空き区画の利用実態について整理し、空
き区画率と戸建住宅地の開発時期、開発規模、立地別との関係について考察している。永山ら（2010）
は長崎市を対象とし、地方中核都市の戸建住宅地における大規模戸建住宅地を対象に空き区画の分布形
態を類型化し、それらと用途の関係を明らかにしている。そして空き区画の当面の用途を考察している。	
	
C：敷地分割の実態と規制に関する研究	
	 堺ら（2006）は東京都文京区を対象とし、敷地分割戸建の規制・誘導策の検討のために発生状況と居
住者の属性・移住傾向を明らかにしている。鈴木ら（2011）は神奈川県の戸建住宅地を対象とし、敷地
分割の実態と居住者移動について明らかにし、建築協定による敷地分割規制が戸建住宅地の世代交代に
及ぼす影響について分析している。	
	
D：隣地統合の経緯、利用実態に関する研究	
	 原田ら（2005,2006,2007）は福井市周縁部を対象とし、地方都市における郊外戸建住宅地の空き区画
の利用実態や隣地統合の理由、土地の所有者について整理している。また、複数区画利用世帯の類型化
を行い、区画入手の方法を明らかにすることで空き区画の利用可能性について考察している。	
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1-6-2. 本研究の新規性 
	 	
	 先行研究を踏まえて、本研究の新規性を整理する。	
	
（１）広範囲を対象とする	
	
	 先行研究において、戸建住宅地の変容を調査している研究の多くは１つの都道府県または市町村など、
一部地域を対象としている。したがって、複数の都道府県にわたり広範囲で調査をしている研究は十分
になされていないと言える。本研究では東京、大阪、仙台の３つの都市圏を対象とし、広範囲を調査す
ることで大都市郊外戸建住宅地の変容の実態を明らかにする。	
	
（２）先行研究が行われた戸建住宅地の現在の実態を調査する	
	
	 先行研究の多くは 2000〜2010 年頃に行われたものである。したがって、先行研究が行われてから 10
年以上が経過した現在の大都市郊外戸建住宅地の実態を調査している研究は十分になされていないと言
える。本研究では先行研究が行われてからどのような変化が起きているのかを把握する。	
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1-7. 研究仮説 
	 	
本研究を進めるにあたり、以下の３つに関する仮説を提示した。	
①大都市郊外戸建住宅地の変容の実態に関する仮説で、大都市郊外戸建住宅地が供給されてから数十
年が経過した現在、空き区画や敷地形態の変化を伴う住宅の建て替えが増加しているのではないか。	
②大都市郊外戸建住宅地の変容の割合と関係のある変数に関する仮説で、戸建住宅地形成から経過し
た年数、地価、地積、人口減少率、高齢化率、都市圏の中心駅からの距離、最寄り駅までの距離、小学
校までの距離が変容の割合と関係があるのではないか。	
③大都市郊外戸建住宅地の変容のパターンに関する仮説で、変容が起きるタイミングに共通するもの
があるのではないか。	
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２章 
大都市郊外戸建住宅地の変容の実態 
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第２章 大都市郊外戸建住宅地の変容の実態 
 
2-1. 本章の目的と調査概要 
 
2-1-1. 本章の目的と調査概要 
 
高度経済成長期に大都市郊外に供給された戸建住宅地は供給から数十年が経過した現在、住宅の建て
替えなどの変容が起きている。本章では大都市郊外戸建住宅地において変容タイプ（変化のない区画と
未利用区画、未建築区画、敷地分割区画、複数区画利用）に着目して大都市郊外戸建住宅地の変容バラ
ンスを分類し、変容の実態を明らかにする。また、先行研究で調査されている戸建住宅地の現在の変容
の実態を把握することを目的とする。	
	
2-1-2. 調査の方法 
	
① 現在の状態の把握 
 
2015年(現在)の航空写真より現在の状態を変化なし・未利用区画・未建築区画・敷地分割・複数区画
利用に区別する。	
	
② 変容の把握 
	
空き区画（未利用区画と未建築区画） 
 
2015 年と 2005 年の航空写真を比較し、今後も空き区画の状態が続くと考えられる、2005 年から
2015年まで継続して住宅が建てられていないものを空き区画とする（図２-１）。そして、2015年時点
で利用されていない状態のものを未利用区画、日常的に利用されているものを未建築区画とする。	
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敷地分割 
 
戸建住宅地開発開始から約20年以上が経過し、住宅の建て替えが起き始めると考えられる1995年
と2015年の航空写真を比較する。そして、1995年時点で1区画として利用されていた敷地が、2015
年時点では2区画以上に分割され、住宅が建てられたものを敷地分割とする（図２-２）。	
	
	
	
	
	
図２-１.	空き区画の変容の把握方法	
図２-２.	敷地分割の変容の把握方法	
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複数区画利用 
 
戸建住宅地開発開始から約20年以上が経過し、住宅の建て替えが起き始めると考えられる1995年
と 2015 年の航空写真を比較する。そして、1995 年以降に隣の区画を統合して複数区画を一体的に利
用するように変化したものと、1995 年から 2015 年時点まで継続して複数区画を一体的に宅地として
利用しているものを複数区画利用とする（図２-３）。	
	
	
なお、航空写真が存在しない年については、付近の年の航空写真またはGoogle	Mapsの航空写真を使
用した。また、本調査では住居と空き家を判別することはできないため、空き家であっても変化のない
区画または敷地分割区画、複数区画利用に含まれるものが存在する。	
	
	 	
図２-３.	複数区画利用の変容の把握方法	
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2-2. 大都市郊外戸建住宅地の変容の実態 
	
2-2-1. 変容の割合 
 
各大都市郊外戸建住宅地の変容区画数と割合は表２-１のようになった。また、対象全体と各都市圏に
おける、全区画数に対する各変容タイプの区画数の割合を表したものが図２-４である。対象全体を見る
と、変化のない区画の割合が最も高く、平均95.78％であった。未利用区画の割合は平均1.25％、未建
築区画の割合は平均 1.41％、敷地分割の割合は平均 0.55％、複数区画利用の割合は平均 1.02％であっ
た。都市圏ごとに見ると、東京圏においては未建築区画の割合が他の都市圏よりもやや高くなっている
（2.08％）。大阪圏においては未利用区画（1.04％）と未建築区画（0.79％）の割合が他の都市圏よりも
やや少なくなっている。仙台圏においては対象全体とほとんど同じ割合であった。	
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	 	表２−１.	各大都市戸建住宅地の変容区画数と割合	
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図２−４.	対象全体と各都市圏の変容の割合	
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2-2-2. 各変容タイプの特徴 
	 未建築区画においてはいずれの都市圏においても主に駐車場や畑として利用されていた。敷地分割区
画は1区画を2区画に分割するものがほとんどであったが、1区画を3区画または4区画に分割するも
のも存在した。複数区画利用は全都市圏において最も割合が低い結果となった。区画の取得時期に着目
すると、複数区画を同時取得したものがほとんどであり（東京圏約89％、大阪圏約95％、仙台圏約93％）、
隣地を随時取得したものはわずかであった。	
	
	
2-2-3. 変容バランスの分類 
 
用語の定義 
	
（１）変容バランス	
大都市郊外戸建住宅地における変化のない区画と空き区画、敷地分割・複数区画利用の４種類の変容タ
イプの割合のバランスを指す。	
	
	 以下に３種類の変容バランスを定義する。	
	
① 空き区画増加型	
全国の空き地率8.2％（平成25年土地基本調査）よりも空き区画の割合（未利用区画と未建築
区画の割合の合計）が上回っているもの。また、変化なしの割合が全体から8.2％を引いた91.8％
よりも小さく、かつ空き区画の割合が敷地分割と複数区画の割合の合計よりも大きいもの。	
	
② 区画変形型	
変化なしの割合が91.8％よりも小さいが、敷地分割と複数区画の割合の合計が３％以上で空き
区画の割合よりも大きいもの。また、変化なしの割合が91.8％以上で、かつ敷地分割と複数区画
の割合の合計が３％以上のもの。	
	
③ 小変化型	
空き区画の割合が8.2％以下で、かつ変化なしの割合が91.8％以上、敷地分割と複数区画の割
合の合計が３％以下のもの。	
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対象全体において、空き区画増加型は５団地、区画変形型は５団地、小変化型は44団地であった（表
２-１）。空き区画増加型は１,13,28,29,30 であり、区画変形型は２,12,31,34,36 であった（図２-５）。	
	
	
	
	
	
	
	 	
表２−１.	変容バランスの分類	
図２−５.	各大都市戸建住宅地の変容バランス	
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2-2-4. 各変容バランスの大都市郊外戸建住宅地の例 
① 空き区画増加型	
	 戸建住宅地28は変化のない区画が1786区画（86.91％）、未利用区画が126区画（6.13％）、未建築区
画が107区画（5.21％）、敷地分割が０区画（0.00％）、複数区画利用が36区画（1.75％）であった。研
究対象の中で最も空き区画の割合（11.34％）が高く、空き区画増加型に分類される。戸建住宅地内の北
部や東部にまとまった空き区画があることがわかる。	
	
	
	 	
図２−６.	戸建住宅地28の変容	
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② 区画変形型	
	 戸建住宅地12は変化のない区画が999（89.12％）、未利用区画が15区画（1.34％）、未建築区画が17
区画（1.52％）、敷地分割が38区画（3.39％）、複数区画利用が52区画（4.64％）であった。変化のな
い区画の割合が 89.12％と比較的変化が起きている大都市郊外戸建住宅地であり、敷地分割と複数区画
利用も比較的多く行われている。	
	
	
	 	
図２−７.	戸建住宅地12の変容	
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③ 小変化型	
戸建住宅地９は変化のない区画2658（98.08％）、未利用区画３区画（0.11％）、未建築区画が28区画
（1.05％）、敷地分割が12区画（0.45％）、複数区画利用が8区画（0.30％）であった。空き区画が少な
く、特に未利用区画が少ない。一方で、割合は小さいが敷地分割と複数区画利用も行われている戸建住
宅地である。	
	 	
図２−８.	戸建住宅地９の変容	
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2-3. 変容タイプ同士の相関関係 
 
	 各変容タイプがどのように影響を及ぼしあっているのかを、相関分析により明らかにする。	
 
2-3-1. 対象全体における変容タイプ同士の相関関係 
 
変化のない区画と未利用区画、未建築区画に強い負の相関関係（r=-0.75.r=-0.77）、敷地分割に弱い
負の相関関係（r=-0.35）、複数区画利用に中程度の負の相関関係（r=-0.67）が認められた。また、未利
用区画と未建築区画に中程度の正の相関関係（r=0.55）、未利用区画と複数区画利用に弱い正の相関関係
（r=0.33）が認められた。	
	
 
 
2-3-2. 各都市圏における変容タイプの相関関係 
 
① 東京圏 
 
変化のない区画と未利用区画、未建築区画に強い負の相関関係（r=-0.79,r=-0.80）、複数区画利用に
中程度の負の相関関係（r=-0.52）が認められた。また、未建築区画と未利用区画に中程度の正の相関関
係（r=0.55）が認められた。	
	
 
 
表２−３.	大都市郊外戸建住宅地の変容の割合同士の相関係数（対象全体）	
表２−４.	大都市郊外戸建住宅地の変容の割合同士の相関係数（東京圏）	
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② 大阪圏 
 
変化のない区画と未建築区画、複数区画利用に強い負の相関関係（r=-0.78,r=-0.94）、未利用区画、
敷地分割に中程度の負の相関関係（r=-0.69,r=-0.61）が認められた。また、未利用区画と未建築区画に
強い正の相関関係（r=0.73）、未利用区画と複数区画利用に中程度の正の相関関係（r=0.54）、未建築区
画と複数区画利用に中程度の正の相関関係（r=0.59）、敷地分割と複数区画利用に中程度の正の相関関係
（r=0.63）が認められた。	
	 	
 
 
③ 仙台圏 
 
変化のない区画と未建築区画、敷地分割、複数区画利用に強い負の相関関係（r=-0.90,r=-0.87,r=-
0.78）、未利用区画に中程度の負の相関関係（r=-0.67）が認められた。また、未建築区画と敷地分割に
強い正の相関関係（r=0.91）、未建築区画と複数区画利用に中程度の正の相関関係（r=0.62）が認められ
た。	
 	
 
  
表２−５.	大都市郊外戸建住宅地の変容の割合同士の相関係数（大阪圏）	
表２−６.	大都市郊外戸建住宅地の変容の割合同士の相関係数（仙台圏）	
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2-3-3. 小括 
 
	 対象全体においては、変化のない区画と未利用区画、未建築区画に強い負の相関関係、変化のない区
画と複数区画利用に中程度の負の相関関係、敷地分割に弱い負の相関関係が認められた。また、未利用
区画と未建築区画に中程度の正の相関関係、複数区画利用に弱い正の相関関係が認められた。	
東京圏においては、変化のない区画と未利用区画、未建築区画に強い負の相関関係、複数区画利用に
中程度の負の相関関係が認められた。また、未利用区画と未建築区画に中程度の正の相関関係が認めら
れた。	
大阪圏においては、変化のない区画と未建築区画、複数区画利用に強い負の相関関係、変化のない区
画と未利用区画、敷地分割に中程度の負の相関関係が認められた。また、未利用区画と未建築区画に強
い正の相関関係、複数区画利用に中程度の正の相関関係、そして、複数区画利用と未利用区画、未建築
区画、敷地分割に中程度の正の相関関係が認められた。	
仙台圏においては、変化のない区画と未建築区画、敷地分割、複数区画利用に強い正の相関関係、変
化のない区画と未利用区画に中程度の負の相関関係が認められた。また、未建築区画と敷地分割に強い
正の相関関係、そして、複数区画利用と未建築区画に中程度の正の相関関係が認められた。	
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2-4. 先行研究対象地の実態 
 
2-4-1. 調査方法 
 
先行研究対象地の福井県坂井市春江町の戸建住宅地８団地において、本研究対象地で行った調査と同
様の調査を行い、現在の戸建住宅地の変容の実態を明らかにする。	
	
2-4-2. 先行研究対象戸建住宅地の概要 
	
	 福井県坂井市春江町は福井市北部に位置し、福井市のベッドタウンとして住宅地の供給が行われた。
先行研究対象地の８団地は開発時期が 1980 年以前と古く、開発面積が比較的大きい 3ha 以上の戸建住
宅地である。	
	
	
	 	
表２-７.	福井県坂井市春江町の8団地の概要	
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2-4-3. 先行研究対象戸建住宅地の現在の実態 
 
	 先行研究において空き区画と複数区画利用に着目して土地利用の実態について調査されている福井県
坂井市の戸建住宅地８団地について、変容タイプ（変化なしの区画と未利用区画、未建築区画、敷地分
割区画、複数区画利用）に着目して変容の実態を調査した。先行研究が行われた2005年における割合よ
りも複数区画利用の割合が増加している戸建住宅地が5団地あり、現在も隣地統合による複数区画利用
が行われていることがわかる。なお、3 団地については先行研究の値よりも低いが、これは複数区画利
用の判断方法の違いによるものであると考えられる。先行研究では航空写真からのデータ収集と居住者
や供給主体へのヒアリング、春江町町役場からの提供資料により調査しているが、本研究では航空写真
の比較とGoogle	Mapsでの確認により判断しているため差が生まれていると考えられる。	
	 	
	
	 	
図２−９.先行研究対象地の現在の変容バランスと2005年の複数区画利用の割合	
表２−８.先行研究対象地の現在の変容の実態	
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2-4-4. 東京圏・大阪圏・仙台圏と福井の比較 
 
本研究対象３都市圏（東京圏・大阪圏・仙台圏）と福井の変容の割合を表したものが図２-10である。
変化のない区画に着目すると、福井（86.36％）と比較して３都市圏は東京圏95.08％、大阪圏 96.7％、
仙台圏 95.57％と、約10％高いことがわかる。つまり、福井と比べて大都市郊外戸建住宅地の変化が小
さいことがわかった。	
変容タイプごとに見ると、３都市圏は福井と比較して未利用区画、未建築区画、複数区画利用の割合
が低く、敷地分割の割合が高い。このことから、大都市郊外戸建住宅地においては、空き区画の割合が
小さいこと、また、福井圏においては区画を分割するよりも複数の区画を一体的に利用する傾向がある
が、３都市圏においては複数の区画を利用するよりも区画を分割する傾向があることがわかる。	
	
	
	 	
図２-10.３都市圏と福井圏の変容の割合	
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2-5. 本章のまとめ 
	
先行研究において調査が行われている福井県坂井市の戸建住宅地の現在の変容の実態は、先行研究が
行われた 2005 年における割合よりも複数区画利用の割合が増加している戸建住宅地が 5 団地あり、現
在も隣地統合による複数区画利用が行われていることがわかった。また、福井圏において変化のない区
画は86.36％、未利用区画は2.96％、未建築区画は5.36％、敷地分割は0.19％、複数区画利用は5.13％
であった。	
高度経済成長期に供給された大都市郊外戸建住宅地の変容の実態は、都市圏ごとの大きな違いは見ら
れなかった。3都市圏全体でみると変化のない割合が95.78％、未利用区画は1.25％、未建築区画は1.41％、
敷地分割は0.55％、複数区画利用は1.02％であり、変化のない区画がほとんどであった。	
したがって、福井県坂井市のように複数区画利用が多く行われるなど、戸建住宅地の変容の割合が大
きいところもあるが、大都市郊外戸建住宅地においては変容が起きている割合は小さいことがわかった。
また、変容バランスを分類すると、空き区画増加型５団地、区画変形型５団地、小変化型44団地に分類
することができた。	
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第３章 大都市郊外戸建住宅地の変容と関係のある変数 
 
3-1. 本章の目的と調査概要 
	
3-1-1. 本章の目的 
 
大都市郊外戸建住宅地の各変容の割合と変容に関係のある変数の相関分析を行い、何が変容の割合に
関係しているのかを明らかにする。	
	
3-1-2. 調査の概要 
 
変数として、地価と敷地面積、2015年高齢化率、大都市郊外戸建住宅地の古さ（戸建住宅地形成から
2015年までの年数）、1995〜2015年の人口変化率、都市圏の中心駅からの直線距離、最寄り駅までの距
離、小学校までの距離を考えた。これらの変数と大都市郊外戸建住宅地の変容タイプについて相関分析
を行う。	
	
	
3-2. 大都市郊外戸建住宅地の変容と変数との相関関係 
 
3-2-1.使用するデータと計測方法 
	
① 地価：国土交通省土地総合情報システム	 地価公示・都道府県地下調査	 2015年現在	
② 敷地面積：国土交通省土地総合情報システム	 地価公示・都道府県地下調査	 2015年現在	
③ 高齢化率：2015年国勢調査	
④ 人口変化率：1995年、2015年国勢調査	
⑤ 大都市郊外戸建住宅地の古さ：全国のニュータウンリスト	
⑥ 大都市郊外戸建住宅地の位置情報：総務省統計局小地域集計データ	
⑦ 駅・小学校の位置情報：国土交通省国土数値情報ダウンロードサービス	
	
都市圏の中心駅からの直線距離と最寄り駅までの距離、小学校までの距離については、小地域集計の
代表点と最近隣の駅・小学校を含む小地域の代表点との直線距離を GISで計算し、人口の重みをつけて
平均距離を求める。	
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表３-１.	相関分析に使用するデータ	
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3-2-2. 対象全体における大都市郊外戸建住宅地の変容の割合と変数との相関関係 
 
	 未利用区画の割合と小学校までの距離に弱い正の相関関係（r=0.34）、敷地分割の割合と地価、敷地面
積に弱い正の相関関係（r=0.36,r=0.39）、敷地分割の割合と大都市郊外戸建住宅地の古さに中程度の正
の相関関係（r=0.60）が認められた（表３-１）。	
	 以上より、新しい大都市郊外戸建住宅地においては敷地分割の割合がやや高いこと（図３-１）がわか
る。また、地価が高いところ、敷地面積が大きいところにおいては敷地分割の割合がやや高いこと（図
３-２,図３-３）がわかる。そして、小学校までの距離が長いところにおいては未利用区画の割合がやや
高くなっていること（図３-４）がわかった。	
	
	 	
表３-１.	大都市郊外戸建住宅地の変容の割合と変数との相関分析および無相関の検定（対象全体）	
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図３-１.	敷地分割の割合と大都市郊外戸建住宅地の古さの相関（対象全体）	
	
図３-２.	敷地分割の割合と地価の相関（対象全体）	
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図３-３.	敷地分割の割合と敷地面積の相関（対象全体）	
	
図３-４.	未利用区画の割合と小学校までの距離の相関（対象全体）	
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3-2-3. 各都市圏における大都市戸建住宅地の変容の割合と変数との相関関係 
東京圏においては、未利用区画の割合と小学校までの距離に中程度の正の相関関係（r=0.46）が認め
られた。また、敷地分割の割合と地価、敷地面積、大都市郊外戸建住宅地の古さに中程度の正の相関関
係（r=0.40,r=65,r=0.56）が認められた。	
	 以上より、地価が高いところ、敷地面積が大きいところ、古い大都市郊外戸建住宅地においては敷地
分割の割合がやや高くなっていること（図３-５、図３-６、図３-７）がわかる。また、小学校までの距
離が遠いところほど未利用区画の割合がやや高くなっていること（図３-８）、中心駅からの距離が遠い
ところほど複数区画利用の割合が高くなっていること（図３-９）がわかった。	
	
	
 
  
図３-５.	敷地分割の割合と地価の相関（東京圏）	
	
表３-２.	大都市郊外戸建住宅地の変容の割合と変数との相関分析および無相関の検定（東京圏）	
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図３-６.	敷地分割の割合と敷地面積の相関（東京圏）	
	
図３-７.	敷地分割の割合と大都市郊外戸建住宅地の古さの相関（東京圏）	
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図３-８.	未利用区画の割合と小学校までの距離の相関（東京圏）	
	
図３-９.	複数区画利用の割合と中心駅からの距離の相関（東京圏）	
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大阪圏においては、敷地分割の割合と大都市郊外戸建住宅地の古さに中程度の正の相関関係（r=0.69）
が認められた。	
 以上より、古い大都市郊外戸建住宅地においては敷地分割の割合が高くなっていること（図３-10）が
わかった。	
 
 
 
 
 
 
 
  
表３-３.	大都市郊外戸建住宅地の変容の割合と変数との相関分析および無相関の検定（大阪圏）	
図３-10.	敷地分割の割合と大都市郊外戸建住宅地の相関（大阪圏）	
（東京圏）	
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仙台圏においては、未建築区画の割合と地価に中程度の正の相関関係（r=0.63）、大都市郊外戸建住
宅地の古さに強い正の相関関係（r=0.80）、中心駅からの距離に中程度の負の相関関係(r=-0.69)が認め
られた。敷地分割の割合とは地価と大と郊外戸建住宅地の古さに中程度の正の相関関係（r=0.65,r=0.65）、
最寄り駅までの距離に中程度の負の相関関係(r=-0.59)が認められた。そして複数区画利用の割合と地価
に中程度の正の相関関係（r=0.62）が認められた。	
以上より、地価が高いところにおいては未建築区画と敷地分割、複数区画利用の割合が高くなってい
ること（図３-11,図３-12,図３-13）がわかる。また、古い大都市郊外戸建住宅地においては未建築区画
と敷地分割の割合が高いこと（図３-14,図３-15）がわかる。そして、中心駅からの距離が短いところに
おいては未建築区画の割合が高く（図３-16）、最寄り駅までの距離が短いところにおいては敷地分割の
割合が高くなっていること（図３-17）がわかる。	
	
	
	
 
  
表３-４.	大都市郊外戸建住宅地の変容の割合と変数との相関分析および無相関の検定（仙台圏）	
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図３-11.	未建築区画の割合と地価の相関（仙台圏）	
（東京圏）	
図３-12.	敷地分割の割合と地価の相関（仙台圏）	
（東京圏）	
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図３-13.	複数区画利用の割合と地価の相関（仙台圏）	
（東京圏）	
図３-14.	未建築区画の割合と大都市郊外戸建住宅地の古さの相関（仙台圏）	
（東京圏）	
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図３-15.	敷地分割の割合と大都市郊外戸建住宅地の古さの相関（仙台圏）	
（東京圏）	
図３-16.	未建築区画の割合と中心駅からの距離の相関（仙台圏）	
（東京圏）	
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図３-17.	敷地分割の割合と最寄り駅までの距離の相関（仙台圏）	
（東京圏）	
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3-3. 本章のまとめ 
対象全体においては、新しい大都市郊外戸建住宅地においては敷地分割の割合がやや高いことがわか
る。また、地価が高いところ、敷地面積が大きいところにおいては敷地分割の割合がやや高いことがわ
かる。そして、小学校までの距離が長いところにおいては未利用区画の割合がやや高くなっていること
がわかった。	
	 東京圏においては、地価が高いところ、敷地面積が大きいところ、古い大都市郊外戸建住宅地におい
ては敷地分割の割合がやや高くなっていることがわかる。また、小学校までの距離が遠いところほど未
利用区画の割合がやや高くなっていること、中心駅からの距離が遠いところほど複数区画利用の割合が
高くなっていることがわかった。	
	 大阪圏においては、古い大都市郊外戸建住宅地においては敷地分割の割合が高くなっていることがわ
かった。	
仙台圏においては、地価が高いところにおいては未建築区画と敷地分割、複数区画利用の割合が高く
なっていることがわかる。また、古い大都市郊外戸建住宅地においては未建築区画と敷地分割の割合が
高いことがわかる。そして、中心駅からの距離が短いところにおいては未建築区画の割合が高く、最寄
り駅までの距離が短いところにおいては敷地分割の割合が高くなっていることがわかる。	
	 	
	
	
表３-５.	大都市郊外戸建住宅地の変容の割合と影響要因の相関分析	
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第４章 大都市郊外戸建住宅地の変容のパターン 
 
4-1.  本章の目的と調査概要 
 
大都市戸建住宅地の変容が具体的にどのように起きているかを、登記情報の分析により把握する。そ
して、パターン分けを行う。登記情報を取得する区画はランダムに抽出する。未利用区画と未建築区画
は30件、敷地分割と複数区画利用は50件取得する。なお、未利用区画と未建築区画は現在の利用状況
で区別しているため、現在の利用状況になるまでの中では未利用区画であるか未建築区画であるかは区
別していない。したがって、本章の変容のパターンの分析においてはどちらも空き区画として扱う。	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 	
表４-１.	各変容タイプの全件数と登記情報取得件
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4-2.  空き区画の変容のパターン	
	
空き区画は登記情報を取得した60件中52件が大都市郊外戸建住宅地形成後、一度も住宅が建てられ
ていない区画であり、８件が一度宅地として利用されていたが、住宅が取り壊されて空き区画化したも
のであった。継続して空き区画である52件中、区画造成後に所有者が変化していないものが22件、相
続などにより世帯内で所有権が移転しているものが30件であった。	
	
4-2-1.  空き区画化した区画の変容のパターンの例 
	
	 大都市郊外戸建住宅地形成後、一度宅地として利用されていたが、住宅が取り壊されて空き区画化し
た８件について、変容の理由とタイミングに着目して、変容のパターンを分析する。	
	 登記情報より空き区画化した区画の土地と住宅の動きと所有権の動きを年表にしたものが図４-１で
ある。図より、空き区画となってからの期間が長い方が住宅の取毀前最後の所有権移転から取毀までの
年数が短い傾向が見受けられる。また、いくつかに共通することは、住宅が取り壊され空き区画となる
前に所有者の住所移転（住宅がある住所からほかの住所）が行われていることである（図４-１の空き区
画３、６、８）。空き区画となった後に売買が行われているものは4件、行われていないものも4件であ
り、また、売買が行われる時期も特徴はないと考えられる。	
	
空き区画１は1969年に区画が造成され、4年後（1973年）に住宅が建てられ、その9年後（1982年）
に土地の売買が行われた。そして、その9年後（1991年）に住宅が取り壊されて空き区画となった。空
き区画となった 1991 年と同年に売買が行われたが、4年後（1995 年）に再び売買が行われた。1991 年
に空き区画となってから2018年まで27年間の間、住宅は建てられておらず空き区画のままである。	
	
空き区画２は1973年に区画が造成され、5年後（1978年）に土地が売買されて住宅が建てられた。そし
て、その17年後（1995年）に住宅が取り壊されて空き区画となった。空き区画となった1995年以降も
所有者は変化していない。	
空き区画８は1957年に区画が造成され、5年後（1962年）に住宅が建てられた。そして、その44年
後（2006 年）に住宅が取り壊されて空き区画となった。空き区画となった同年の 2006 年に所有者が住
所移転を行なっており、これが空き区画となった要因であると考えられる。空き区画となった2006年以
降も 2009 年に再び住所移転や、2012 年に相続が行われているが、区画を所有する世帯の変化は見られ
ない。	
	
空き区画３は 1970 年に区画が造成され、土地が売買されて住宅が建てられた。そして、その 26 年後
（1996年）に住宅が取り壊されて空き区画となった。空き区画となった1996年の2年前（1994年）に
所有者が住所移転を行なっており、これが空き区画となった要因であると考えられる。空き区画となっ
た1996年から9年後（2005年）に売買が行われて所有者が変化した。しかし、所有者が変化した2005
年以降、2018年まで13年間の間住宅は建てられておらず空き区画のままである。	
	
空き区画４は 1972 年に区画が造成され、土地が売買された。その 2年後（1974 年）に住宅が建てら
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れた。そして、その27年後（2001年）に住宅が取り壊されて空き区画となった。空き区画となった2001
年以降も所有者は変化していない。	
	
空き区画５は1957年に区画が造成され、４年後（1961年）に住宅が建てられた。そして、その42年
後（2003年）に住宅が取り壊されて空き区画となった。空き区画となった2003年の5年前（1998年）
に相続が行われており、これが空き区画となった要因の可能性が考えられる。また、空き区画となった
2003年の3年後（2006年）に売買が行われ、所有者が変化したが、それ以降、2018年まで12年間の間
住宅は建てられておらず空き区画のままである。	
	
空き区画６は 1973 年に区画が造成され、土地が売買されて住宅が建てられた。そしてその 30 年後
（2003年）に住宅が取り壊されて空き区画となった。空き区画となった2003年の5年前（1998年）に
所有者が住所移転を行なっており、これが空き区画となった要因の可能性が考えられる。空き区画とな
った2003年以降も所有者は変化していない。	
	
空き区画７は1971年に区画が造成され、土地が売買されて住宅が建てられた。そして、その33年後
（2004年）に住宅が取り壊されて空き区画となった。空き区画となった同年（2004年）に売買が行われ、
所有者が変化した。しかし、所有者が変化した2004年以降2018年まで14年間の間住宅は建てられてお
らず空き区画のままである。	
	
空き区画８は1973年に区画が造成され、5年後（1978年）に土地が売買されて住宅が建てられた。そ
して、その17年後（1995年）に住宅が取り壊されて空き区画となった。空き区画となった1995年以降
も所有者は変化していない。	
	
	
	 	
図４-１.	空き区画化した区画の土地と住宅の動きと所有権の動き	
20182010200019901980197019601957 （年）
分筆 新築 売買 取毀 , 売買 売買 住所 住所
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分筆 , 新築 , 売買 住所 取毀 売買
分筆 , 売買 新築 取毀
分筆 新築 相続 取毀 売買 相続
分筆 , 新築 , 売買 住所 取毀
分筆 , 新築 , 売買 取毀 , 売買
分筆 新築 相続 住所 , 取毀 住所 相続
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4-2-2.  空き区画化した区画の変容のパターンの傾向 
	
今回空き区画と判断した区画の多くは大都市郊外戸建住宅地形成後に空き区画化したものではなく、
一度も宅地として利用されていないものであることが考えられる。したがって、空き区画の増加の傾向
は小さいことが考えられる。	
また、住宅が建てられてから空き区画となるまでの期間は様々であり、共通するタイミングはないこ
とが考えられる。空き区画となるきっかけは所有者の住所移転や相続等による所有者の変化や、大都市
郊外戸建住宅地開発当初の居住者が住宅を取り壊した後も継続して土地を所有している例が見られた。
一方で、空き区画化した後に売買によって所有者が変化した区画においても空き区画の状態が続いてい
るものもあり、空き区画化後の所有者の変化において、特徴的な傾向は見られなかった。	
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4-3.  敷地分割の変容のパターン 
	
敷地分割は、区画の造成から敷地分割（以下、分割）までのプロセスに着目して分析する。登記情報
を取得した50件中43件が分割前に住宅が建てられていたもの、7件が空き区画だったものであった。	
区画の造成から分割までのプロセスの中においては、土地の売買や相続の有無、分割前に不動産会社
が売買を行なっているかによって11通りの変容のパターンが確認できた。	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
4-3-1.  敷地分割の変容のパターンの例 
	
区画の造成から分割までのプロセスにおいて確認できた11通りのパターンについて、１つずつ例を変
容の理由とタイミングに着目して、変容のパターンを分析する。登記情報より敷地分割した区画の土地
と住宅の動きと所有権の動きを年表にしたものが図４-３である。	
	
敷地分割１は（造成→不動産→分割）のパターンの例である。元々所有者がいた土地が土地区画整理事
業によって造成された。1957年に区画が造成され、4年後（1961年）に住宅が新築された。そして、そ
の39年後（2000年）に分割が行われた。造成から分割までの間、売買や相続、所有者の住所移転は行わ
れておらず、大都市郊外戸建住宅地開発当初の居住者が死去や転居をしても相続などが行われずに売買
され、敷地分割されたものであると考えられる。分割の前年に不動産会社が売買を行なっていることか
ら、不動産会社が宅地を分譲する目的で分割を行なったものであると考えられる。	
	
敷地分割２は（造成→合筆→分割）のパターンの例である。1970 年に区画が造成され、その 2 年後
（1972年）に住宅が建てられた。そして、その29年後（1999年）に合筆をして敷地を拡大してから分
割が行われた。	
	
敷地分割３は（造成→相続→不動産→合筆→分割）のパターンの例である。1963年に区画が造成され、
図４-２.	区画の造成から敷地分割までのプロセス	
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10年後（1973年）に住宅が建てられた。そして、その30年後（2003年）に分割が行われた。1988年に
相続が行われているが、分割が行われる 15 年前であるため分割のきっかけになった可能性は低いと考
えられる。また、分割が行われる前に不動産が売買を行い、合筆により敷地面積を拡大してから２区画
に分割している。	
	
敷地分割４は（造成→分割）のパターンの例である。元々所有者がいた土地が土地区画整理事業によ
って造成された。1975年に区画が造成されて住宅が建てられた。そして、その28年後（2003年）に分
割が行われた。造成から分割までの間、売買や相続、所有者の住所移転は行われておらず、大都市郊外
戸建住宅地開発当初の居住者が死去や転居をしても相続などが行われずに売買され、敷地分割されたも
のであると考えられる。	
	
敷地分割５も（造成→売買→相続→分割）のパターンの例である。1970年に区画が造成され、3年後
（1973年）に土地が売買されて住宅が建てられた。そして、その32年後（2005年）に分割が行われた。
1981 年に相続が行われているが、分割から 24 年前であるため、この相続が分割の動機になった可能性
は低いと考えられる。しかし、不動産会社の売買はないことから、土地の所有者の意思で分割が行われ
たことが考えられる。	
	
敷地分割６は（造成→売買→相続→分割）のパターンの例である。1957年に区画が造成され、3年後
（1960年）に土地が売買されて住宅が建てられた。そして、その46年後（2006年）に分割が行われた。
分割の 2 年前の 2004 年に相続が行われていることが分割の動機であると考えられる。また不動産会社
の売買がないことから土地の所有者の意思で行われたものであると考えられる。	
	
敷地分割７は（造成→売買→分割）のパターンの例である。1972年に区画が造成され、翌年（1973年）
に土地が売買されて住宅が建てられた。そして、その27年後（2010年）に分割が行われた。分割の3年
前（2007年）に所有者（居住者ではない）の住所移転があったことが、分割が行われたことの動機の可
能性があると考えられる。また、不動産会社の売買がないことから土地の所有者の石で行われたもので
あると考えられる。	
	
敷地分割８は（造成→相続→不動産→分割）のパターンの例である。1969年に区画が造成され、住宅
が建てられた。そして、9年後（1978年）に相続が行われ、さらにその34年後（2012年）にもう一度相
続が行われた。2012年の相続後同じ年に不動産会社が売買を行い、翌年（2013年）に分割が行われた。
相続がきっかけで不動産会社が土地を買い、分割が行われたと考えられる。	
	
敷地分割９は（造成→売買→不動産→分割）のパターンの例である。1969年に区画が造成され、翌年
（1970年）に土地が売買されて住宅が建てられた。そして、その44年後（2014年）に分割が行われた。
造成から分割までの間、売買や相続、所有者の住所移転は行われておらず、大都市郊外戸建住宅地開発
当初の入居者の転居等により住宅が取り壊され、土地を不動産会社が買い、宅地を分譲する目的で分割
されたと考えられる。	
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敷地分割 11 は（造成→売買→相続→不動産→分割）のパターンの例である。1969 年に区画が造成さ
れ、土地が売買されて住宅が建てられた。そして、その46年後（2015年）に分割が行われた。分割の3
年前（2012年）に相続が行われていることが分割のきっかけであると考えられる。また、不動産会社が
分割前に売買を行い、宅地の分譲が行われたことがわかる。	
	
	
	
	 	
図４-３.	敷地分割した区画の土地と住宅の動きと所有権の動きの例	
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4-3-2.  敷地分割の変容のパターンの特徴 
	
登記情報を取得した 50 件中 43 件が分割前に住宅が建てられていたもの、7件が空き区画だったもの
であった。	
	 敷地分割前の住宅が取り壊されるきっかけは、相続等により所有者が変わることや、居住者の住所移
転によると考えられるものが確認された。しかし、所有権の相続により所有者が変わっても土地の売買
や敷地分割が行われていないものも存在した。また、売買や相続などが一度も行われずに分割されるも
のがもっとも多く、これらは大都市郊外戸建住宅地開発当初の居住者が死去や転居をしても相続などが
行われずに売買され、敷地分割されたものであると考えられる。したがって、敷地分割が行われるきっ
かけやタイミングに共通するものはあまりないことが考えられる。	
また、敷地分割の前に不動産会社が売買を行なったものが登記情報を取得した50件中37件と不動産
会社が売買を行なっていないものよりも多かった。したがって、敷地分割は土地の所有者の意思で行わ
れるよりも、不動産会社が宅地の分譲を目的として行われる傾向があることが考えられる。	
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4-4.  複数区画利用の変容のパターン 
	
はじめに、複数区画利用は以下の２つに分けることができる。	
	
① 複数の区画を同時に取得したもの	
② 隣接する区画を随時取得したもの	
	
今回登記情報を取得した50件中（全508件）①は35件、②は11件であった。（4件は土地または建
物の登記なしなどにより複数区画利用の確認ができなかった。）	
	 	
4-4-1.  複数区画利用の変容のパターンの例 
	
	 ①複数の区画を同時に取得したものは、区画取得後に所有権の移転がないものが14件、相続や贈与に
より世帯内で移転が行われているものが 17 件、売買により所有権の移転が行われているものが４件で
あった。したがって、複数の区画を同時に取得したものは、最初の所有者または所有世帯が継続してい
るものが35件中31件で約90％と高い割合を占めていることがわかった。	
	 次に、②隣接する区画を随時取得した11件を、土地と建物の取得時期と原因から見る目的に着目して
区画統合までのプロセスを見る。そして、変容のパターンを明らかにする。登記情報より隣接する区画
を随時取得したものの土地と住宅の動きと所有権の動きを年表にしたものが図４-４である。	
	
複数区画利用１は 1972 年に造成され、2年後（1974 年）に土地の売買が行われた。そして、その 10
年後（1984年）に隣接する区画を売買により取得した。取得した区画の造成年は同じであるが、所有者
がおらず、区画統合されるまで空き区画のままであった。区画統合後は、敷地面積は184㎡から368㎡
と、当大都市郊外戸建住宅地内の標準的な１区画の敷地面積の２倍程度の大きさとなった。12年後（1996
年）には住宅が建てられている。	
	
	 複数区画利用２は 1975 年に区画が造成され、その 2年後（1977 年）に住宅が建てられた。そして、
その 9年後（1986年）に隣接する区画を合筆した。その 14年後（2000年）に相続が行われ、相続の3
年後（2003年）に住宅の取毀、その翌年（2004年）に住宅を建て替えた。建て替え前の住宅は平屋建、
床面積93.36㎡であったが、建て替え後の住宅は２階建、床面積１階64.95㎡、２階49.55㎡と、床面
積が拡大している。	
	
複数区画利用３は1964年に区画が造成され、7年後（1971年）に相続が行われ、その26年後（1997
年）に隣接する区画を売買により取得した。取得した区画は1964年の造成後、所有者はおらず、空き区
画のままであった。区画統合後は、敷地面積は80㎡から213㎡と、当大都市郊外戸建住宅地内の標準的
な１区画の敷地面積の２倍程度の大きさとなった。21年後（2018年）には１区画のみ贈与が行われてい
る。また、現在ある住宅は建て替えられたものであることと、取得した区画にも住宅が建っていたこと
が航空写真において確認できたが、登記情報は取得できなかった。	
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複数区画利用４は1968年に売買が行われ、4年後（1972年）に相続、その16年後（1988年）に造成
が行われた。造成の11年後（1999年）に隣接する区画を交換により取得した。区画統合後は、敷地面積
は41㎡から199㎡と、住宅が建てられない大きさから、当大都市郊外戸建住宅地内の標準的な１区画の
敷地面積の２倍程度の大きさとなった。区画統合は、5年後（2004年）に２区画同時に売買が行われ、
その6年後（2010年）に住宅が建てられた。以上より、所有していた小さい敷地面積の土地を売るため
に行なった区画統合の可能性が考えられる。	
	
複数区画利用５は1976年に区画が分筆され、翌年（1977年）に土地の売買、その7年後（1984年）
に住宅が建てられた。そして、その翌年（1985年）に造成が行われた。造成の16年後（2001年）に隣
接する区画を売買により取得した。取得した区画は1972年に分筆、翌年（1973年）に売買、その12年
後（1985年）に造成が行われ、造成後、空き区画のままであった。区画統合後は、敷地面積は181㎡か
ら351㎡と、約２倍に変化した。また、６年後（2007年）に住宅の建て替えが行われた。建て替え前の
住宅は２階建、床面積１階65.41㎡、２階48.02㎡であったが、建て替え後の住宅は２階建、床面積１
階110.5㎡、２階72.88㎡と、床面積が拡大している。以上より、住宅の建て替え、床面積を大きくす
ることを目的とした区画統合であると考えられる。	
	
複数区画利用６は1971年に区画が造成され、その19年後（1990年）に土地の売買が行われ、住宅が
建てられた。そして、その12年後（2002年）に隣接する区画を売買により取得した。取得した区画は区
画の造成後、空き区画のままであり、1994年に相続税の物納許可により大蔵省に所有権が移転した。区
画統合後は、敷地面積は192㎡から391㎡と、約２倍に変化した。また、翌年（2003年）に住宅の建て
替えが行われた。建て替え前の住宅は３階建、床面積１階82.81㎡、２階48.85㎡、３階6.62㎡であっ
たが、建て替え後の住宅は２階建、床面積１階123.91㎡、２階109.3㎡と、床面積が拡大している。以
上より、住宅の建て替え、床面積を大きくすることを目的とした区画統合であると考えられる。	
	
複数区画利用７は1965年に区画が造成され、住宅が建てられた。19年後（1984年）に土地と建物の
売買が行われ、その翌年（1985年）には住宅が増築された。増築の18年後（2002年）に土地と住宅ど
ちらも差押になり、翌年（2003年）に競売にかけられ、売買が行われた。そして、その3年後（2006年）
に隣接する区画を取得した。取得した区画は1965年に区画が造成され、土地の売買が行われて住宅が建
てられた。41年後（2006年）に相続が行われ、区画統合が行われた。区画統合後は、敷地面積は330㎡
から 593㎡と、当大都市郊外戸建住宅地内の標準的な１区画の敷地面積の２倍程度の大きさとなった。
以上より、相続による所有者の変化が区画取得のきっかけであることが考えられる。	
	
複数区画利用８は元々１区画だったものが敷地分割され、それが再び区画統合されたものである。1963
年に造成され、12年後の1975年に分割された。その5年後（1980年）に住宅が建てられた。そして、
その27年後（2007年）に隣接する区画を取得した。取得した区画は1975年後の分割の2年後（1977年）
に住宅が建てられたが、土地と建物どちらも売買が行われたのはその17年後の1994年であった。しか
し、売買の12年後（2006年）に土地が差押になり、その後不動産会社が売買を行なった。そして、その
翌年に区画統合が行われた。区画統合後は、敷地面積は99㎡から236㎡と、当大都市郊外戸建住宅地内
の標準的な１区画の敷地面積の大きさに戻った。以上より、敷地面積の拡大が目的であること、また、
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不動産会社が区画統合の前に売買を行なっていることが、区画統合が行われたきっかけであることが考
えられる。	
	
複数区画利用９は 1974 年に造成され、土地の売買が行われた。5 年後（1979 年）に住宅が建てられ
た。そして、その32年後（2011年）に土地の相続が行われ、その翌年（2012年）に隣接する区画を売
買により取得した。取得した区画の造成年と土地の売買が行われた年は同じであり、土地の売買の32年
後（2006年）に相続が行われている。しかし、住宅は建てられていなかった。区画統合後は、敷地面積
は247㎡から495㎡と、当大都市郊外戸建住宅地内の標準的な１区画の敷地面積の２倍程度の大きさと
なった。2011年の相続の翌年に区画取得が行われていることから、相続による所有者の変化が区画取得
のきっかけであることが考えられる。	
	
複数区画利用10	
は1977年に造成され、2年後（1979年）に土地の売買が行われて、その翌年（1980年）に住宅が建てら
れた。そして、その4年後（1984年）に隣接する区画を売買により取得した。取得した区画の造成年は
同じであり、2年後（1979年）に住宅が建てられた。そして、その5年後（1984年）に区画統合が行わ
れている。	
	
複数区画利用 11 は 1981 年に造成され、翌年（1982 年）に土地の売買が行われて住宅が建てられた。
そして、その14年後（1996年）に相続が行われ、さらに17年後（2013年）に隣接する区画を売買によ
り取得した。取得した区画の造成年と土地の売買が行われた年は同じであるが、住宅は建てられておら
ず、空き区画のままであった。	
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図４-４.	隣接する区画を随時取得したものの土地と住宅の動きと所有権の動き	
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分筆 , 売買
新築
相続
相続
分筆
分筆
売買
新築
新築
売買
取毀
取毀
分筆
分筆
売買 , 新築
売買
相続
11年
33年
30年
24年
12年
22年
32年
39年
34年
31年
売買
合筆
売買
交換
売買
売買
相続 , 売買
売買
売買
売買
売買
分筆
分筆
分筆
分筆
分筆
分筆
分筆
分筆
分筆
分筆
分筆
凡例 区画の分筆 住宅の新築 住宅の取毀 売買による所有権移転 相続による所有権移転分筆 新築 取毀 売買 相続
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4-4-2.  複数区画利用の変容のパターンの特徴 
	
複数区画利用は今回登記情報を取得した50件中35件は複数の区画を同時に取得したもの、11件は
隣接する区画を随時取得したものであった。（4件は土地または建物の登記なしなどにより複数区画利
用の確認ができなかった。）	
	 隣接した区画を随時取得した複数区画利用の例の登記情報から見る、複数区画利用の目的は、狭い敷
地面積の拡大や、住宅の床面積拡大のため、相続による所有者の変更、不動産会社の斡旋などが考えら
れるものが確認された。しかし、区画を取得するタイミングに共通するものは見られなかった。	
また、隣接する区画を随時取得する前に不動産会社が売買を行なっていないものが11件中9件、不動
産会社が売買を行なったものが 2件であった。したがって、複数区画利用は不動産会社の斡旋によるも
のよりも、土地の所有者の意思で行われる傾向があることが考えられる。	
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4-5.  本章のまとめ 
	
空き区画については、大都市郊外戸建住宅地に現在ある空き区画の多くは一度も宅地として利用され
ていないものであり、大都市郊外戸建住宅地形成後に空き区画化したものは少ないことがわかった。ま
た、住宅が建てられてから空き区画となるまでの期間に特徴的な傾向はなく、また、きっかけにおいて
も、相続や所有者の住所移転など様々であった。したがって、大都市郊外戸建住宅地において空き区画
は顕著な増加は起きておらず、微増傾向であると考えられる。また、空き区画化する共通するタイミン
グはないことが考えられる。	
敷地分割については、相続や所有者の住所移転によって敷地分割が起きていると考えられるものが確
認できたが、相続や住所移転などが一度も行われずに敷地分割されているものもあり、敷地分割が行わ
れるタイミングに共通するものはあまりないことが考えられる。また、敷地分割の前に不動産会社が売
買を行なったものが37件、不動産会社が売買を行なっていないものが13件であった。したがって、敷
地分割は土地の所有者の意思で行われるよりも、不動産会社が宅地の分譲を目的として行われる傾向が
あることが考えられる。	
複数区画利用については今回登記情報を取得した50件中25件は複数の区画を同時に取得したもの、
10件は大都市郊外戸建住宅地の標準的な１区画の敷地面積よりも大きい１区画を利用しているもの、
11件は隣接する区画を随時取得したものであった。	
	 隣接した区画を随時取得した複数区画利用の例の登記情報から見る、複数区画利用の目的は、狭い敷
地面積の拡大や、住宅の床面積拡大のため、相続による所有者の変更、不動産会社の斡旋などが考えら
れるものが確認された。しかし、区画を取得するタイミングに共通するものは見られなかった。	
また、隣接する区画を随時取得する前に不動産会社が売買を行なっていないものが11件中9件、不動産
会社が売買を行なったものが 2件であった。したがって、複数区画利用は不動産会社の斡旋によるもの
よりも、土地の所有者の意思で行われる傾向があることが考えられる。	
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第５章 まとめ 
 
5-1. 各章のまとめ 
	
第１章では、大都市郊外戸建住宅地の変容の実態の把握の重要性と目的を明らかにし、研究方法、用
語の定義、研究の対象、先行研究、研究仮説について述べた。	
	
第２章では、大都市郊外戸建住宅地の変容の実態と先行研究対象地の現在の実態について述べ、先行
研究において調査が行われている福井県坂井市の戸建住宅地の現在の変容の実態は、先行研究が行われ
た 2005 年における割合よりも複数区画利用の割合が増加している戸建住宅地が 5 団地あり、現在も隣
地統合による複数区画利用が行われていることがわかった。また、福井圏において変化のない区画は
86.36％、未利用区画は2.96％、未建築区画は5.36％、敷地分割は0.19％、複数区画利用は5.13％であ
った。	
高度経済成長期に供給された大都市郊外戸建住宅地の変容の実態は、都市圏ごとの大きな違いは見ら
れなかった。3都市圏全体でみると変化のない割合が95.78％、未利用区画は1.25％、未建築区画は1.41％、
敷地分割は1.05％、複数区画利用は0.51％であり、変化のない区画がほとんどであった。	
したがって、福井県坂井市のように複数区画利用が多く行われるなど、戸建住宅地の変容の割合が大
きいところもあるが、大都市郊外戸建住宅地においては変容が起きている割合は小さいことがわかった。
また、変容バランスを分類すると、空き区画増加型４団地、区画変形型８団地、小変化型42団地に分類
することができた。	
	
第３章では、大都市戸建住宅地の変容に影響を与える要因について述べ、対象全体においては、新し
い大都市郊外戸建住宅地においては敷地分割の割合がやや高いことがわかる。また、地価が高いところ、
敷地面積が大きいところにおいては敷地分割の割合がやや高いことがわかる。そして、小学校までの距
離が長いところにおいては未利用区画の割合がやや高くなっていることがわかった。	
	 東京圏においては、地価が高いところ、敷地面積が大きいところ、古い大都市郊外戸建住宅地におい
ては敷地分割の割合がやや高くなっていることがわかる。また、小学校までの距離が遠いところほど未
利用区画の割合がやや高くなっていること、中心駅からの距離が遠いところほど複数区画利用の割合が
高くなっていることがわかった。	
	 大阪圏においては、古い大都市郊外戸建住宅地においては敷地分割の割合が高くなっていることがわ
かった。	
仙台圏においては、地価が高いところにおいては未建築区画と敷地分割、複数区画利用の割合が高く
なっていることがわかる。また、古い大都市郊外戸建住宅地においては未建築区画と敷地分割の割合が
高いことがわかる。そして、中心駅からの距離が短いところにおいては未建築区画の割合が高く、最寄
り駅までの距離が短いところにおいては敷地分割の割合が高くなっていることがわかった。	
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３都市圏に共通するものは、大都市郊外戸建住宅地の古さの敷地分割への影響のみであった。したが
って、大都市郊外戸建住宅地の変容に影響を与える決定的な要因はないことが考えられる。	
	
第４章では、大都市郊外戸建住宅地の変容のパターンについて述べ、空き区画については、大都市郊
外戸建住宅地に現在ある空き区画の多くは一度も宅地として利用されていないものであり、大都市郊外
戸建住宅地形成後に空き区画化したものは少ないことがわかった。また、住宅が建てられてから空き区
画となるまでの期間に特徴的な傾向はなく、また、きっかけにおいても、相続や所有者の住所移転など
様々であった。したがって、大都市郊外戸建住宅地において空き区画は顕著な増加は起きておらず、微
増傾向であると考えられる。また、空き区画化する共通するタイミングはないことが考えられる。	
敷地分割については、相続や所有者の住所移転によって敷地分割が起きていると考えられるものが確
認できたが、相続や住所移転などが一度も行われずに敷地分割されているものもあり、敷地分割が行わ
れるタイミングに共通するものはあまりないことが考えられる。また、敷地分割の前に不動産会社が売
買を行なったものが37件、不動産会社が売買を行なっていないものが13件であった。したがって、敷
地分割は土地の所有者の意思で行われるよりも、不動産会社が宅地の分譲を目的として行われる傾向が
あることが考えられる。	
複数区画利用については今回登記情報を取得した50件中25件は複数の区画を同時に取得したもの、
10件は大都市郊外戸建住宅地の標準的な１区画の敷地面積よりも大きい１区画を利用しているもの、
11件は隣接する区画を随時取得したものであった。	
	 隣接した区画を随時取得した複数区画利用の例の登記情報から見る、複数区画利用の目的は、狭い敷
地面積の拡大や、住宅の床面積拡大のため、相続による所有者の変更、不動産会社の斡旋などが考えら
れるものが確認された。しかし、区画を取得するタイミングに共通するものは見られなかった。	
また、隣接する区画を随時取得する前に不動産会社が売買を行なっていないものが11件中9件、不動産
会社が売買を行なったものが 2件であった。したがって、複数区画利用は不動産会社の斡旋によるもの
よりも、土地の所有者の意思で行われる傾向があることが考えられる。	
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5-2. 仮説について明らかになったこと 
仮説①		大都市郊外戸建住宅地の変容の実態に関する仮説で、大都市郊外戸建住宅地が供給されてか
ら数十年が経過した現在、空き区画や敷地形態の変化を伴う住宅の建て替えが増加しているのではない
か。	
	
高度経済成長期に開発された大都市郊外戸建住宅地では、変化のない区画の割合が東京圏、大阪圏、
仙台圏のいずれも約95％と最も高く、顕著な空き区画化や敷地分割化、複数区画利用化は起きていない。	
	
	
②大都市郊外戸建住宅地の変容の割合に影響を与える要因に関する仮説で、大都市郊外戸建住宅地の
古さ、地価、敷地面積、人口減少率、高齢化率、都市圏の中心駅からの距離、最寄り駅までの距離、小
学校までの距離が変容の割合と関係があるのではないか。	
	
各都市圏において、大都市郊外戸建住宅地の変容タイプと影響要因に相関が認められたものはあった
が、３都市圏に共通するものは、大都市郊外戸建住宅地の古さと敷地分割の関係のみであった。したが
って、大都市郊外戸建住宅地の変容と関係のある決定的な変数はないことが考えられる。	
	
	
仮説③		大都市郊外戸建住宅地の変容のパターンに関する仮説で、変容が起きるタイミングには共通
するものがあるのではないか。	
	
	 空き区画、敷地分割、複数区画利用のいずれについても、変容のきっかけは住所移転や相続など様々
であり、共通するものはないことが考えられる。また、変容の時期についても、共通するものはないこ
とが考えられる。	
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5-3. 結論 
 
	 大都市郊外戸建住宅地において空き区画・敷地分割・複数区画利用の増加の傾向は小さく、また、そ
れらの変容と関係のある決定的な変数は見られなかった。そして、それらの変容のきっかけとタイミン
グは区画の所有者ごとに様々で異なり、共通するものはないことが考えられる。	
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